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Ⅰ．緒言

平成６年の地域保健法の制定により、母子保健サービス等地域住民に身近で頻度の高い保健

事業は市町村が中心的な役割を担うことになった。その後、平成１２年の介護保険法の施行、平

成１７年の児童福祉法の改正及び障害者自立支援法（障害者総合支援法）の制定等により、市町

村保健師が取り組むべき課題は子育て支援、児童虐待予防、障害者支援、介護保険事業など多

様化し、業務量も増大した。平成２０年度から特定健診・特定保健指導が始まり、市町村保健師

には生活習慣病予防対策を効果的に実施するために国保部門と保健部門が協働した活動が求め

られるようになり、平成２７年度からは国保データベースシステムを活用したデータヘルス計画

を推進している。また、高齢化の進展とともに、医療費や介護給付費が増大する中、地域包括

ケアシステムの構築に向けて地域包括支援センターの機能強化と介護予防事業を推進すること

が急務となっている。このように、市町村保健師の活動分野と果たすべき役割は拡大してきた。

また、住民の健康意識は多様化し、少子高齢化などによりコミュニティが大きく変化してきて

いる１）。そのような中、市町村保健師には地域に潜在している問題を顕在化させ、その問題に

対応する保健師活動を行い、健康問題を解決・改善する役割を遂行する能力が求められている。

保健師の専門能力は、都道府県と市町村で働く保健師を合わせて対象とした先行研究におい

て、経験年数に応じて向上するものの、経験年数区分や専門能力によっては停滞や低下が認め

られ、特に新任保健師の家庭訪問能力の低さ、中堅保健師の自己評価の低さが報告されてい

る２、３、４）。市町村保健師を対象とした研究では、新任保健師の住民ニーズの把握と地区診断の

能力の低さ、中堅保健師の評価結果の活用能力の低さが報告されている５、６）。

これらの先行研究から、保健師の能力の向上は重要な課題であると言える。保健師の専門能

力の向上に向けた方策を考えていくためには、市町村の保健師集団の経験年数別に保健師の専

門能力の実態を明らかにし、それらに基づいて検討していくことが必要である。

保健師の専門能力を測定する尺度には、佐伯ら７）による保健師の専門職務遂行能力の測定尺

度、野中ら８）による市町村保健師の専門的能力の測定尺度があるが、健康危機管理に必要な能
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力は含まれておらず、人材育成に必要な能力の項目は十分ではない。

そこで本研究では、市町村保健師が用いる専門能力全般についてすべての経験年数の保健師

に用いることができる尺度を開発し、その信頼性と妥当性を検証することを目的とする。

用語の定義

市町村保健師の専門能力とは、「保健師が個人・家族、集団、組織への公衆衛生看護活動を

行うために必要な知識・技術と能力」とした。人材育成については、職場における自立した専

門職として必要な能力７）と捉え、専門能力に含めた。

Ⅱ．方法

１．市町村保健師の専門能力項目原案の作成

市町村保健師の専門能力は、佐伯ら７）の保健師の専門職務遂行能力の自己評価、新人看護職

員研修ガイドライン～保健師編～９）、保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書（平成２２年

度）１０）、千葉県保健師現任教育マニュアル１１）を参考にして、「地域診断」、「個人・家族支援」、「集

団・グループ支援、地域組織活動」、「連携・調整・社会資源開発」、「事業の企画立案・施策化」、

「評価」、「健康危機管理」、「人材育成」の８つの能力とした。

保健師の専門能力に関する研究では、個人・家族支援に必要な専門能力として、都筑１２）が乳

幼児健診における援助の必要性の見極めで用いる４つの能力、高橋１３）が家庭訪問で用いる８つ

の能力を明らかにしている。集団・地域への支援に必要な能力としては、吉岡ら１４）が地域アセ

スメントでの情報収集と分析の方法を、錦戸ら１５）が保健師のグループ支援の技術を報告してい

る。事業開発・施策化に必要な能力としては、宮崎１６）、安藤ら１７）が事業や活動を新たに立ち上

げる過程で保健師が行っていたことを報告している。人材育成に必要な能力としては、本橋１８）

が教育担当者にあたる中堅保健師と保健活動のリーダーや組織における保健師のトップとなる

管理者保健師が伸ばしたい能力を報告している。また、佐伯ら７）や野中ら８）の尺度には含まれ

ていない健康危機管理に必要な能力としては、子ども虐待における気になる家族の発見方法１９）

と虐待予防における母子保健分野の保健師の支援内容２０）、DV被害者への支援方法２１）、自然災

害時の備えと災害支援に必要な能力２２、２３）が報告されている。

これらの先行研究により報告されている具体的な技術・能力を参考に、市町村保健師の専門

能力の項目は８つの専門能力ごとに作成し全５７項目とした。その際、保健師の専門能力に関す

る報告書等４、９、１１）により、経験年数区分ごとの求められる能力を確認し、すべての経験年数の

保健師に用いることができる項目となるようにした。また、項目は、保健師が実践している保

健師活動をイメージしやすいものとなるようにした。その後、公衆衛生看護等の研究において

十分な経験と知識を有する共同研究者と妥当性の検討を重ね、さらに回答する保健師の負担と

ならない質問数になるよう１つの能力につき４つの項目に絞り込み、合計３２項目を原案とした
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（表１）。

表１ 保健師の専門能力原案

項 目

地域診断

地域診断の視点を持ちながら保健師活動

地域診断に必要なデータ収集・資料化

健康問題・課題の明確化

健康課題の優先順位・目標設定

個人・家族支援

対象理解に必要な情報を引き出す

現在の問題、今後起こり得る問題の明確化

支援の方針・進め方を決定

信頼関係の構築、適切な支援

集団・グループ支援、
地域組織活動

健康教育の企画・立案、適切な支援

集団・グループの主体的な活動に向けた支援

地域組織のメンバーが主体的に活動できるよう支援

地域組織と関係者が協働して活動できるよう支援

連携・調整・
社会資源開発

地域の関係機関の機能・役割の理解

関係機関と地域の情報・課題を共有

関係機関と住民をつなぎ、協働する

社会資源によるサービスの改善と社会資源開発

事業の企画立案・
施策化

前年度の評価も踏まえた事業計画の立案

上司や他職種の合意獲得

国・県の事業を市町村の実情に合わせて企画立案

住民と取り組む保健計画の策定

評価

評価の視点の明確化

評価に必要なデータの収集、分析

事業の成果、課題の明確化

課題を次の事業に反映

健康危機管理

健康危機に備えた、必要物品・情報の整備

健康危機発生時の情報収集、対応

関係機関と情報交換・連携した対応

経験した事象を記録、分析・資料化

人材育成

後輩の指導・相談

保健師の人材育成方針・計画の立案

職場全体で人材育成を進める

人事管理部門との交渉、体制づくり
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２．調査による完成版尺度の作成

１）調査対象

対象は３県の市町村保健師８３８人のうち、調査の実施に同意が得られた３９市町村の保健師５８９

人である。

２）調査方法

調査方法は、無記名自記式質問紙法である。３県の全市町村の保健部門の課長宛に文書また

は口頭で調査協力の依頼をし、課長の同意が得られた場合は調査票の配布を担当する保健師名

と対象者数を報告してもらった。調査対象者は市町村の常勤保健師全員であり、保健部門以外

に配属されている保健師も含むことを申し添えた。担当の保健師に対象者数分の調査票を送付

し、担当の保健師から各部門の保健師に配布してもらった。回収は、返信用封筒により個人単

位で返送してもらった。調査協力の同意は、回答をもって得たものとした。調査期間は、平成

２５年１月～３月である。

３）調査内容

調査内容は、保健師の基本属性、市町村保健師の専門能力とした。

保健師の基本属性は、性別、年齢、教育背景、市町村保健師としての経験年数、職位とした。

市町村保健師の専門能力は、原案の項目について保健師に求められる役割・機能を十分に遂

行できる状態を「十分できる」として、「十分できる」、「かなりできる」、「なんとかできる」、

「あまりできない」、「全くできない」の５段階で自己評価による回答を得た。

４）分析方法

（１）因子分析

原案の項目について一般化された最小２乗法、直接オブリミン法による因子分析を行い、尺

度の構成概念を検討した。因子負荷量が０．４未満の項目で因子の意味づけに不必要と考えられ

る項目は除外して再解析を行い、因子負荷量が０．４以上を示し、かつ複数の因子に０．４以上の負

荷量を示さない項目を採用した。因子数は、カイザーガットマン基準により固有値が１以上の

成分の因子数を参考に設定し、所属する項目内容に基づき因子名の命名を行った。

（２）信頼性の検討

信頼性の検討には、内的整合性の検討として保健師の専門能力尺度全体および各因子の

Cronbachα係数を算出した。

（３）妥当性の検討

妥当性の検討には、内容妥当性として先行研究や関連資料と照らして保健師の専門能力項目

の内容が示された構成概念と合致しているかどうか、かつ現場の実際に即した項目内容である

かを市町村保健師の実務や保健師基礎教育において十分な経験を有する共同研究者と共に検討

し、現場の新任期、中堅期、ベテラン期の保健師にも確認した。
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基準関連妥当性としては、保健師の専門能力に関する先行研究で群別差異が明らかになって

いる２、８）経験年数と因子ごとの保健師の能力との関連を検討した。保健師の経験年数の区分は、

平成２３年度に公表された報告書４）の中堅期保健師の区分を採用し、保健師の能力の現状を新任

期（１～５年目）、中堅前期（６～１０年目）、中堅中期（１１～１５年目）、中堅後期（１６～２０年目）、ベ

テラン期（２１年目以上）の５群の経験年数区分間で分析した。保健師の能力は、回答の「全く

できない」を１点、「あまりできない」を２点、「なんとかできる」を３点、「かなりできる」

を４点、「十分できる」を５点とし、因子別に合計点を算出した。各因子においては正規性の

検定を行い、正規性が認められなかったため、分析にはノンパラメトリック検定を適用し中央

値を比較した。各因子の能力と経験年数区分間の差の検定には、Kruskal−Wallis検定を用い経

験年数区分間での有意差を確認した。すべての因子において有意差が認められたため、下位検

定としてMann−WhitneyのＵ検定を行った。その際、Bonferroni法による多重比較補正を用いた。

３．倫理的配慮

本研究は、福井県立大学研究等における人権擁護・倫理委員会の承認を得て実施した（承認

番号２３‐１‐３）。

市町村の保健部門の課長に、文書または口頭で調査協力の依頼をして同意を得た。対象者に

は、研究目的と調査内容、方法、自由意思による調査協力、個人情報の保護について文書で説

明し、調査の同意は質問紙の回答をもって得られたものとした。調査票の回収は、調査協力の

有無や回答内容が把握されないよう、返信用封筒により個人単位で返送してもらった。

Ⅲ．結果

１．市町村保健師の専門能力の項目原案の作成

保健師の専門能力に関する先行研究および関連資料を参考に、原案は、市町村保健師の能力

を「地域診断」、「個人・家族支援」、「集団・グループ支援、地域組織活動」、「連携・調整・社

会資源開発」、「事業の企画立案・施策化」、「評価」、「健康危機管理」、「人材育成」の８つの能

力としそれぞれを４項目で構成した結果、３２項目で作成された。

２．調査による完成版尺度の作成

１）回収率及び有効回答率

調査時の３県の市町村保健師数は８３８人、調査協力の同意が得られた３９市町村、５８９人の保健

師（対象母集団の７０．３％）に調査票を配布した。回収数は３４１人（５７．９％）であり、分析対象

者は、欠損値を除いた３３６人（有効回答率５７．０％）であった。

２）対象の概要

分析対象者の概要を表２に示した。年齢は、３０歳代が１３１人（３９．０％）と最も多かった。教

育背景は、専門学校が１７１人（５０．９％）と約半数であった。市町村保健師の経験年数区分は、

市町村保健師の専門能力の評価尺度の開発
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新任期５３人（１５．８％）、中堅前期５２人（１５．５％）、中堅中期７６人（２２．６％）、中堅後期５３人（１５．８％）、

ベテラン期１０２人（３０．４％）であった。職位は、役職なしの保健師が２１８人（６４．９％）と最も多

く、課長補佐級以上は６４人（１９．０％）、係長級は５４人（１６．１％）であった。

３）専門能力の分布

原案の専門能力３２項目について、回答の分布を示したものが表３である。回答は、「個人・

家族支援」の項目のうちの“対象理解に必要な情報を引き出す”、“現在の問題、今後起こり得

る問題の明確化”、“信頼関係の構築、適切な支援”の３項目で「１．全くできない」の回答者

がいなかった。これらを除いた項目については、「１．全くできない」から「５．十分できる」

までのすべてに回答があった。「個人・家族支援」の能力は、保健師がまず１年目に修得を目

指す能力である。調査を実施した時期の市町村保健師経験年月は、最短でも１０か月を経過して

いたため３項目には「１．全くできない」の回答者がいなかったと考え、不適切な項目ではな

いと判断した。

表２ 分析対象者の概要（ｎ＝３３６）

人数 ％

性別
男性 ３ ０．９

女性 ３３３ ９９．１

年齢

２０歳代 ４６ １３．７

３０歳代 １３１ ３９．０

４０歳代 ８７ ２５．９

５０歳以上 ７２ ２１．４

教育背景

専門学校 １７１ ５０．９

短大専攻科 ７３ ２１．７

大学 ９２ ２７．４

経験年数区分

新任期（１～５年） ５３ １５．８

中堅前期（６～１０年） ５２ １５．５

中堅中期（１１～１５年） ７６ ２２．６

中堅後期（１６～２０年） ５３ １５．８

ベテラン期（２１年以上） １０２ ３０．４

職位

課長補佐級以上 ６４ １９．０

係長級 ５４ １６．１

なし ２１８ ６４．９
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４）専門能力の構造

原案の３２項目について尺度の構造を確認するために因子分析（一般化された最小２乗法、直

接オブリミン法）を行った。因子負荷量がどの因子においても０．４以下を示している４項目を

表３ 保健師の専門能力尺度項目別分布（％）
ｎ＝３３６

全く
できない

あまり
できない

なんとか
できる

かなり
できる

十分
できる

１ ２ ３ ４ ５

地
域
診
断

地域診断の視点を持ちながら保健師活動 １．２ ２７．７ ５０．６ １５．８ ４．８

地域診断に必要なデータ収集・資料化 １．５ ２８．３ ５０．９ １４．６ ４．８

健康問題・課題の明確化 ０．９ ２４．４ ５６．０ １５．２ ３．６

健康課題の優先順位・目標設定 ０．９ １９．３ ５６．５ １９．０ ４．２

個
人
・

家
族
支
援

対象理解に必要な情報を引き出す － ２．７ ５３．０ ３３．３ １１．０

現在の問題、今後起こり得る問題の明確化 － ５．４ ５３．３ ３２．１ ９．２

支援の方針・進め方を決定 ０．６ ８．９ ５１．５ ３０．７ ８．３

信頼関係の構築、適切な支援 － ３．０ ５２．１ ３４．２ １０．７
集
団
・
グ
ル
ー
プ
支
援
、

地
域
組
織
活
動

健康教育の企画・立案、適切な支援 ０．９ １４．９ ５５．７ ２３．５ ５．１

集団・グループの主体的な活動に向けた支援 １．５ ２３．８ ５２．４ １７．６ ４．８

地域組織のメンバーが主体的に活動できるよう支援 ２．４ ２８．９ ４８．８ １６．７ ３．３

地域組織と関係者が協働して活動できるよう支援 ２．７ ３１．８ ４６．４ １５．５ ３．６

連
携
・
調
整
・

社
会
資
源
開
発

地域の関係機関の機能・役割の理解 ０．９ １２．８ ５３．９ ２３．８ ８．６

関係機関と地域の情報・課題を共有 ０．９ １７．６ ５３．９ ２１．１ ６．５

関係機関と住民をつなぎ、協働する ０．９ ２４．７ ５０．０ １８．８ ５．７

社会資源によるサービスの改善と社会資源開発 ４．２ ３９．９ ３９．９ １２．５ ３．６

事
業
の
企
画

立
案
・
施
策
化

前年度の評価も踏まえた事業計画の立案 ２．１ １７．９ ５３．３ ２２．３ ４．５

上司や他職種の合意獲得 １．５ ８．９ ４８．５ ２８．９ １２．２

国・県の事業を市町村の実情に合わせて企画立案 ４．５ １７．３ ４６．７ ２５．０ ６．５

住民と取り組む保健計画の策定 ４．５ ３１．０ ４２．６ １９．０ ３．０

評
価

評価の視点の明確化 １．２ ２６．２ ５４．２ １５．２ ３．３

評価に必要なデータの収集、分析 ０．９ ２９．８ ５０．３ １５．８ ３．３

事業の成果、課題の明確化 １．２ ２５．９ ５３．６ １６．４ ３．０

課題を次の事業に反映 １．２ ２２．９ ５４．５ １７．３ ４．２

健
康
危
機
管
理

健康危機に備えた、必要物品・情報の整備 ５．４ ４０．２ ４３．２ ９．２ ２．１

健康危機発生時の情報収集、対応 ５．７ ４４．０ ３８．１ ９．８ ２．４

関係機関と情報交換・連携した対応 ４．８ ２７．７ ５１．５ １３．４ ２．７

経験した事象を記録、分析・資料化 ７．１ ３９．９ ３９．９ １０．４ ２．７

人
材
育
成

後輩の指導・相談 ５．１ １８．２ ５３．６ １９．０ ４．２

保健師の人材育成方針・計画の立案 １９．９ ４１．７ ２８．０ ８．９ １．５

職場全体で人材育成を進める ２０．５ ３９．０ ２７．７ １０．７ ２．１

人事管理部門との交渉、体制づくり ４６．１ ２７．４ １９．０ ６．０ １．５

市町村保健師の専門能力の評価尺度の開発
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除き、２８項目の再解析を行った結果、５因子が抽出された。因子数は、各因子に含まれる項目

の意味内容が解釈可能な結果であった。各因子の寄与率は、第１因子が５７．４％、第２因子が７．４％、

第３因子が６．１％、第４因子が４．３％、第５因子が３．７％で、累積寄与率は７８．８％であった。抽

出された５因子は、第１因子は４項目で「健康危機管理」、第２因子は４項目で「個人・家族支

援」、第３因子は９項目で「地域診断・評価」、第４因子は４項目で「人材育成」、第５因子は

７項目で「集団・地域支援」とした（表４）。

５）尺度の信頼性

尺度全体および各因子の Cronbachα係数を算出した結果、全体の Cronbachα係数は０．９７２、

「健康危機管理」０．９４５、「個人・家族支援」０．９５２、「地域診断・評価」０．９５３、「人材育成」０．９０７、

「集団・地域支援」０．９３６であった。

６）尺度の妥当性

内容妥当性については、千葉県保健師現任教育マニュアル１１）、保健師の専門能力の自己評価

結果を報告した先行研究７、８）により、５因子の能力は市町村保健師の専門能力を網羅している

ことが確認できた。各因子の項目については、先行研究（地域診断・評価６、１４、１７、１８）、個人・家

族支援１２、１３、１８）、集団・地域支援１５、１７、１８）、健康危機管理１８、２２、２３）、人材育成１８））と現場の保健師への確

認により、すべての経験年数の保健師が用いる能力をカバーしていることが確認できた。これ

らより、内容妥当性は確保されたといえる。

基準関連妥当性の検討のために、因子ごとに保健師の能力の合計点を算出し、経験年数区分

間の差の検定を行った（表５）。その結果、「地域診断・評価」の中央値は、新任期２２．０、中堅

前期２５．０、中堅中期２６．５、中堅後期２７．０、ベテラン期２８．０であった。多重比較では、新任期と

ベテラン期は他の経験年数区分との間に有意差が認められた（ｐ＜０．０５～０．０１）。中堅前期か

ら中堅後期の３つの経験年数区分間においてはどの区分間にも有意差が認められなかった。

「個人・家族支援」の中央値は、新任期と中堅前期、中堅中期が１２．０、中堅後期が１３．０、ベ

テラン期が１６．０であった。多重比較では、すべての隣接する経験年数区分間には有意差は認め

られず、新任期と中堅中期、中堅後期、ベテラン期との間、ベテラン期と中堅前期、中堅中期

との間に有意差が認められた（ｐ＜０．０５～０．０１）。

「集団・地域支援」の中央値は、新任期１７．０、中堅前期１９．０、中堅中期と中堅後期が２１．０、

ベテラン期２２．０であった。多重比較では、中堅前期から中堅後期の３つの経験年数区分間、中

堅中期とベテラン期の区分間に有意差は認められず、これらを除いた経験年数区分間には有意

差が認められた（ｐ＜０．０５～０．０１）。

「健康危機管理」の中央値は、新任期８．０、中堅前期９．０、中堅中期１１．０、中堅後期９．０、ベ
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全体のCronbachα＝．９７２
因子分析：一般化された最小２乗法、直接オブリミン法
項目は、尺度原案３２項目のうち採用した２８項目

表４ 保健師の専門能力尺度の因子分析の結果

因子負荷量
共通性

因子１ 因子２ 因子３ 因子４ 因子５

第１因子【健康危機管理】（４項目） α＝．９４５

健康危機発生時の情報収集、対応 ．９６８ ．０３８ －．００５ －．０２２ ．００２ ．９５０

健康危機に備えた、必要物品・情報の整備 ．８６３ ．０２２ ．０４１ －．００７ ．００６ ．８３８

関係機関と情報交換・連携した対応 ．８０４ ．０４２ －．０３２ ．０２６ ．０８２ ．８１８

経験した事象を記録、分析・資料化 ．７３１ －．０３３ ．１００ ．０７８ ．０６３ ．８１７

第２因子【個人・家族支援】（４項目） α＝．９５２

現在の問題、今後起こり得る問題の明確化 －．０２７ ．８９２ ．０６４ ．０４５ ．０１８ ．９１８

対象理解に必要な情報を引き出す ．０２０ ．８８３ ．０５５ －．０４４ ．０３３ ．８７９

支援の方針・進め方を決定 ．１０５ ．８２５ －．０５５ ．０５２ ．０４８ ．８４４

信頼関係の構築、適切な支援 ．０１２ ．７９２ ．４５０ ．０１７ ．０９０ ．８２８

第３因子【地域診断・評価】（９項目） α＝．９５３

事業の成果、課題の明確化 －．０４０ －．０３７ ．９６１ －．０６０ ．０７０ ．８９９

評価に必要なデータの収集、分析 ．０２２ －．０８６ ．９４８ －．０７２ ．０３９ ．８６３

評価の視点の明確化 －．０２６ －．０５７ ．８７３ －．０１７ ．０８８ ．８３０

課題を次の事業に反映 －．０３６ ．０４３ ．８１３ ．０１５ ．０７７ ．８４７

地域診断に必要なデータ収集・資料化 ．１２５ ．０２７ ．６９２ ．１０８ －．１２８ ．７８９

健康問題・課題の明確化 ．０７１ ．１７８ ．６４０ ．０７１ －．０２７ ．８５２

健康課題の優先順位・目標設定 ．１２６ ．１９３ ．６１７ ．０６６ －．０８４ ．７８３

地域診断の視点を持ちながら保健師活動 ．０３３ ．１１５ ．５９９ ．１３２ ．０３８ ．７８３

前年度の評価も踏まえた事業計画の立案 ．０４４ ．１６５ ．５５６ ．１６２ ．０１０ ．６９０

第４因子【人材育成】（４項目） α＝．９０７

保健師の人材育成方針・計画の立案 －．００３ ．０３３ －．０２０ ．９５０ ．０００ ．９１９

職場全体で人材育成を進める －．０３７ －．００６ ．０５６ ．９２８ ．０１０ ．９０４

人事管理部門との交渉、体制づくり ．２００ －．０３８ －．０１４ ．６６２ ．０２８ ．６９５

後輩の指導・相談 －．０６２ ．１６０ ．０９７ ．５０９ ．２１３ ．６４７

第５因子【集団・地域支援】（７項目） α＝．９３６

関係機関と地域の情報・課題を共有 ．０３０ ．１０９ －．００４ －．０６３ ．８５３ ．８８５

関係機関と住民をつなぎ、協働する －．０１０ ．０４３ ．００６ ．０２７ ．８４４ ．８３７

地域の関係機関の機能・役割の理解 －．００６ ．２１４ －．０１５ －．０２６ ．７７３ ．８８４

社会資源によるサービスの改善と社会資源開発 ．０５５ －．０９９ ．０８６ ．１７３ ．６６０ ．７３４

地域組織のメンバーが主体的に活動できるよう支援 ．１８５ －．０２３ ．１３３ ．１０８ ．５６０ ．９０６

地域組織と関係者が協働して活動できるよう支援 ．２１８ －．０３５ ．１３７ ．０８４ ．５５５ ．８５３

集団・グループの主体的な活動に向けた支援 ．１９８ ．０９０ ．１２４ ．０９３ ．４１３ ．７３８

固有値 １６．０６ ２．０８ １．７０ １．２０ １．０２

因子寄与率 ５７．４ ７．４ ６．１ ４．３ ３．７

累積寄与率 ５７．４ ６４．８ ７０．８ ７５．１ ７８．８
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テラン期１２．０であった。多重比較

では、中堅前期から中堅後期の３

つの経験年数区分間に有意差は認

められず、これらを除いた経験年

数区分間には有意差が認められた

（ｐ＜０．０１）。

「人材育成」の中央値は、新任

期５．０、中堅前期８．０、中堅中期と

中堅後期が９．０、ベテラン期１２．０

であった。多重比較では、中堅中

期と中堅後期の区分間を除いた経

験年数区分間に有意差が認められ

た（ｐ＜０．０５～０．０１）。

Ⅳ．考察

市町村保健師の専門能力は、「地

域診断・評価」、「個人・家族支

援」、「集団・地域支援」、「健康危

機管理」、「人材育成」の能力の５

因子で構成されていた。尺度の信

頼性については、尺度全体および

各因子の Cronbachα係数がいず

れも０．９以上あり、内的整合性が

確保されていることが確認された。

尺度の内容妥当性については、

千葉県保健師現任教育マニュア

ル１１）、保健師の専門能力の自己評

価 結 果 を 報 告 し た 先 行 研

究６－８、１１－１５、１７、１８、２２、２３）、現場の保健師

への確認により、５因子の能力お

よび各因子の項目が、すべての経

験年数の市町村保健師の専門能力

を網羅していることが確認され、
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尺度の内容妥当性は確保できたと考えられた。尺度の基準関連妥当性については、経験年数と

因子ごとの保健師の能力との関連を検討した。その結果、「個人・家族支援」の能力の自己評

価は、新任期以降５年間という期間では高くならず経験年数を経て緩やかに高くなることが明

らかとなった。「地域診断・評価」、「集団・地域支援」、「健康危機管理」、「人材育成」の能力

の自己評価は、中堅期に停滞がみられたものの、新任期からベテラン期にかけて高くなること

が明らかとなった。中堅期の能力停滞については、先行研究２）や中堅期保健師の人材育成に関

するガイドラインおよび中堅期保健師の人材育成に関する調査研究報告書４）においても問題と

されていることから、本調査結果における中堅期の能力停滞は、保健師母集団の状態を反映し

たものであり、本調査項目の能力と経験年数の関連を否定するものではないと判断した。以上

のことから、尺度の基準関連妥当性が確認されたと考えられた。

市町村保健師の専門能力は、専門能力の項目原案の段階では、「個人・家族支援」、「集団・

グループ支援、地域組織活動」の公衆衛生看護活動の対象別に支援に必要な能力と、「地域診

断」、「事業の企画立案・施策化」、「評価」の公衆衛生看護活動の展開に必要な能力、公衆衛生

看護活動に不可欠である地域の関係機関・者・住民との「連携・調整・社会資源開発」に必要

な能力、および「健康危機管理」、「人材育成」に必要な能力で構成されたものであった。しか

し、因子分析の結果、原案の「地域診断」の４項目、原案の「評価」の４項目、原案の「事業

の企画立案・施策化」の１項目である“前年度の評価も踏まえた事業計画の立案”が一つの因

子とされた。つまり、地域全体・事業対象の健康課題の明確化と実施した公衆衛生看護活動に

対する評価は、公衆衛生看護活動の展開に用いる技術・能力であったと言える。また、原案の

「集団・グループ支援、地域組織活動」の３項目である“グループの活動への支援”、“地域組

織の活動への支援”、“地域組織同士の活動への支援”と原案の「連携・調整・社会資源開発」

の４項目が一つの因子とされた。つまり、地域の中のグループや地域組織への支援と保健師が

健康課題を解決するために関係機関・者や住民との間で行う支援は、地域の中の集団や住民、

関係機関が健康問題を解決できるようにするための支援と考えられ、保健師が用いる技術・能

力は一つの因子にまとまったと考えられた。

因子分析の結果、因子負荷量がどの因子においても０．４以下を示している４項目を除いた。

原案の「集団・グループ支援、地域組織活動」の１項目である“健康教育の企画・立案”は、

対象の健康課題を明らかにして企画立案する看護過程の展開であるため「地域診断・評価」の

項目で評価できると考えられた。また、原案の「事業の企画立案・施策化」の項目である“上

司や他職種の合意獲得”と“国・県の事業を市町村の実情に合わせて企画立案”、“住民と取り

組む保健計画の策定”の項目は、行政職に必要な能力と保健師の専門能力を併せもつ能力であ

る。“上司や他職種の合意獲得”は、あらゆる公衆衛生看護活動において用いられる能力と考

えられた。“国・県の事業を市町村の実情に合わせて企画立案”と“住民と取り組む保健計画

市町村保健師の専門能力の評価尺度の開発
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の策定”は、対象理解、アセスメント、健康課題の明確化と看護過程を展開するため「地域診

断・評価」の項目で評価できると考えられた。

今回、５因子の専門能力が抽出されたが、市町村保健師には今後も新たな健康課題を解決す

る役割が求められることが考えられ、新たな健康課題を解決するために必要な専門能力を反映

した尺度の改訂版を作成していくことは今後の課題である。さらに、本研究の市町村保健師の

専門能力には加えなかった調査研究能力についても科学的根拠に基づいた活動を展開していく

ために必要な能力であり、新たな尺度には調査研究能力に関する項目を加えることも必要であ

ると考える。

Ⅴ．結論

市町村保健師の専門能力の評価尺度を開発することを目的とした。３県の市町村保健師５８９

人を対象に郵送による無記名自記式質問紙調査を行い、市町村保健師の専門能力の測定を自己

評価により行った。３３６人の有効回答を分析し、信頼性と妥当性を検討した。

市町村保健師の専門能力項目の原案である８因子３２項目は、因子分析の結果、因子負荷量が

どの因子においても０．４以下を示している４項目を除き、「地域診断・評価」９項目、「個人・

家族支援」４項目、「集団・地域支援」７項目、「健康危機管理」４項目、「人材育成」４項目

の５因子で構成されていた。全体の Cronbachα係数は０．９７２、「地域診断・評価」０．９５３、「個

人・家族支援」０．９５２、「集団・地域支援」０．９３６、「健康危機管理」０．９４５、「人材育成」０．９０７

であった。保健師の専門能力の自己評価結果を報告した先行研究、現場の保健師への確認によ

り、５因子の能力はすべての経験年数の市町村保健師の専門能力を網羅していることが確認で

きた。５因子の能力の合計点について経験年数区分別に分析した結果、保健師の専門能力が経

験年数とともに高くなっていることが確認できた。

以上より、市町村保健師の専門能力評価尺度は、信頼性、妥当性があると確認された。
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